
（様式）

達成度

評価対象 評 価 項 目 具 体 的 数 値 項 目 自己
評価

外部アン
ケート等

総合

①　Webページ、学校通信、学部通
信、連絡帳等により８０％以上の保護
者が「学校の様子がよく分かる」と感
じている。

教務
小
中
高

○　本校Webページの更新は週に1
回以上、学校通信の発行は月に１回
以上､回覧板を活用した地域の方へ
の情報提供は学期に１回以上実施す
る。

A A A

・Webページや学校通信などの情報発信に
より計画的に学校の様子を伝えることで、
「学校の様子がよく分かる」と適切な評価を
得ている。

・保護者や地域、関係機関への情報発信
の方法としてこれまでの発信方法を継続す
るとともに、児童生徒の活動を直接参観で
きる機会などの充実に努める。

②　授業参観、学習発表会、学部・
学級懇談会、PTA専門部主催行事
等に90％以上の保護者が参加し、参
加した80％以上の保護者が満足して
いる。

渉外
小
中
高

○　保護者が参加しやすい期日や時
間で計画する。PTA専門部活動で
は、保護者のニーズや、希望を生か
した行事を計画する。 A A A

・ＰＴＡ専門部主催行事の内、研修部で
は、進路支援部と協働して保護者のニーズ
を活かした勉強会や施設見学会を合わせ
て2回実施し、保護者から「有用であった」と
評価を得ている。

・今後も分掌の枠を超えて協働してＰＴＡ
主催行事を行うことにより、行事の精選や、
参加する保護者の負担軽減につなげる。参
加できなかった保護者に対する情報提供
を工夫し、参加者数の増加や満足度を挙
げるように努める。

①　居住地校交流を実施した保護者
の80％以上が子どもにとって有用で
あると答えている。

生徒
指導
（交流
教育）

○　居住地校交流の意義や活動内
容が保護者に伝わるように説明会を
実施するとともに、実施当日にいたる
プロセスの中で、相手校のニーズや
児童生徒の保護者の要望等を丁寧
に汲み取り、情報の共有を図る。 A B B

・新転入生の保護者に居住地校交流につ
いて説明する機会を設け、その際に、居住
地校交流の趣旨について伝えることができ
た。すべての居住地校と直接交流が可能と
なり、情報共有を図りつつ、交流を実施し、
居住地校交流だよりに活動内容を掲載し
た。居住地校交流を実施したすべての保
護者が「子どもにとって有用であった」と回
答した。

・居住地校交流を実施している人もいれ
ば、実施していない方もおられるとのことで
した。実施しない方には様々な理由がある
と想像いたしました。

・居住地校交流に参加した児童生徒は小
学部６名、中学部１名であり、在籍数に占め
る割合はそれぞれ１９％、４％となっている。
インクルーシブ教育の観点から、今後どのよ
うに交流希望家庭を増やしていくかが課題
である。また、交流実施家庭が７家庭であっ
たにもかかわらず、保護者アンケートでは全
77家庭に対して同項目に関する回答を求
めており、アンケートの文言を変更する必要
がある。

②　高等部のスポーツ活動を含めた
学校間交流や地域交流を５回以上
実施する。

生徒
指導
（交流
教育）

○　相互訪問やeスポーツを通しての
オンライン交流、作品交流など、
様々な形態の交流を相手校とともに
考え、計画する。

A A

・直接交流およびオンライン交流を5回以
上実施することができた。直接交流では、
相手校の担当者と密に連絡を取り合い、参
加人数や交流の形態を工夫することで、円
滑に進行することができた。また、eスポーツ
を通じた交流では、相手に来校していただ
いての直接交流とオンラインでの交流の両
方を実施した。特に直接交流は、生徒の自
己有用感や対人スキルの向上に大きく役
立った考えている。

・小学校との学校間交流が有意義な形で
行われたことは、双方の児童にとってよい学
習になったと実感します。
・同じ地域にある中学校として、今後も積極
的に交流させていただけたらと思っているの
で、対応いただけるとありがたいです。
・いつも高等部の生徒及び校長先生をはじ
め、教師の皆様に花植えをしていただきあり
がとうございます。心より感謝しています。今
年もきれいな花が咲いてくれると思います。

・高等部に在籍する生徒の変化に合わせて
交流内容を調整していく必要がある。来年
度の生徒の実態を踏まえた上で、相手校と
どのような交流を行うことができるか、どのよ
うな交流が効果的かを再検討しつつ実施し
ていきたい。
・交流後の参加者の意見や感想から、成果
と改善点を明確にすることで、生徒にとって
より満足感の高い交流活動を計画していく
必要がある。

Ⅱ  地域の
特別支援に
関するセン
ター的な役
割を果たし
ています
か。

３　障害のある幼児
児童生徒の教育に
ついて、助言援助
に努めていますか。

①　地域の各関係機関等から肢体不
自由教育に関する相談に２００件以上
対応している。

地域
支援

○　相談者の思いやニーズを受け止
めるとともに、関係機関との連携を図
り、対象児の情報を共有することで、
積極的にきめ細かく相談事業を実施
していく。 A A

・今年度は、１月末時点でのべ５７５件の相
談に対応した。相談件数の急激な増加に
ついては、みどり市５歳児検診の対象範囲
が広がったことが第１に考えられる。それに
加え、地域の学校に就学及び進学する肢
体不自由の児童生徒が増えていることや、
本校の専門アドバイザーの役割が周知され
つつあることなども考えられる。

・昨年度の１年間でのべ３８９件の相談件数
であったので、今年度はあと２か月残しても
１８６件の増加となった。相談件数が多いこと
がよいわけではないので、相談に対する助
言の内容をより充実させていくことが大切で
ある。

①　 ｢個別の教育支援計画｣｢個別の
指導計画｣に則った個に応じたきめ
細かな指導結果について、９０％以
上の保護者が満足している。

学習
指導

〇　 ｢個別の教育支援計画｣｢個別の
指導計画｣作成時に担任間、グルー
プ間で充分に検討を行い、個の実態
に応じた効果的な指導がなされるよう
にする。
○　面談時に ｢個別の教育支援計
画｣｢個別の指導計画｣について保護
者と合意形成を図り、指導支援の内
容や評価について連絡帳等でその
都度報告する。

A A A

・教員間、保護者との検討により、児童の実
態と課題に基づいた指導計画の作成を行う
ことができた。
・日々の指導内容や評価を連絡帳や面談
等で伝えていくことで、保護者の理解を得る
ことができた。

・特別支援学校は生徒一人一人の状況が
様々で、生徒のニーズや保護者のニーズ
に適切に応じながら教育活動をすすめてい
くのは本当に大変だと思います。危機管理
意識も高くなければならない点も大変だと
思います。

・個に応じた指導支援の計画をより正確に、
根拠をもって行えるように、各教科主任を中
心にアセスメントの見直しを行っていく。
・　 ｢個別の教育支援計画｣｢個別の指導計
画｣を効果的に活用できるように、作成や検
討の進め方について、周知を図る。

②　全職員が児童生徒一人一人の
「個に応じた指導」のツールとして、学
習活動にICT（情報通信技術）を取り
入れている。

学習
研修
自活

〇　授業研究会やネットコモンズ、研
修等を通して、　ICTを活用した教材
づくりの方法について校内で共有す
る。

A B B

・授業改善や校内研修においてICTの活用
を促すことで、日々の授業でのICT活用が
促進された。
・校内研修をもとにした教材一覧を作成す
るとともに、さらなる集約を図った。

・ICTの活用について、保護者や外部への
周知が低いと考えられるため、本校HPにお
けるICT活用例を充実させるとともに、保護
者に向けた情報発信も充実させていく。

５　指導内容の確
実な定着を図る授
業が行われていま
すか。

①　全職員がそれぞれ担当するクラ
ス・学習グループの児童生徒の実態
に応じた教材を作成し、各教科の授
業の中で活用し、観点別学習状況の
評価を行っている。

研修

〇　　「教材活用シート」をそれぞれ
のクラス・学習グループごとに１枚ず
つ作成し、特に学習評価の場面にお
ける教材の活用方法について整理・
分析・共有する全体研修を校内で行
う。

A A

・全体研修では、校内で30枚の「教材活用
シート」を作成した。シートの作成を通じて、
各クラス・学習グループで教材の目的や活
用方法等を整理し、分析した。授業におけ
る児童生徒の学習評価の方法について、
具体的な事例をもとに全体で共有すること
ができた。

・学習指導部と連携し、「教材活用シート」
をもとに、各教科の各学部・学年・段階の授
業で活用できる教材のデータベースを作成
する。作成したデータベースは全校で共有
し、次年度以降も更新を重ねながら継続的
に活用していきたい。

群馬県立あさひ特別支援学校　学校評価一覧表（令和６年度版）

羅　　　針　　　盤
関係分掌

等 方　　　　策

点検・評価

学校関係者評価 次年度の課題

Ⅰ　幼児児
童生徒の地
域における
豊かな生活
の実現に向
けて努めて
いますか。

１  保護者、地域、
関係機関に学校の
教育活動につい
て、具体的に伝え
ていますか。

２　保護者、地域、
関係機関との共通
理解が深まり、有効
な支援が行われて
いますか。

達成状況の分析

Ⅲ  幼児児
童生徒一人
一人の実態
に応じた適
切な指導を
しています

か。

４　個に応じたきめ
細かな指導を行っ
ていますか。



６　健康に関する配
慮や対応を適切に
行っていますか。

①　児童生徒一人一人の健康上の
配慮や感染症対策について、保護
者の90％以上が満足している。 保健

給食

○　連絡帳や個別面談等を通じて、
個々の健康上の配慮を把握するとと
もに、感染症対策について、保護者
へ正確な情報を適宜伝える。 A A A

・　児童生徒の健康上の配慮や感染症対
策について保護者の９０％以上が満足する
という数値は96.7と達成できた。引き続き学
校全体で感染症対策の意識が高めてい
き、保護者へ正確な情報を適宜伝えるよう
にしたい。

・てんかん発作等の緊急疱瘡等、在籍児童
の特性を十分に留意された上での体制整
備もされていると感じました。

・　児童生徒の実態把握を的確に行い、感
染症対策に取り組む。また、感染症対策に
ついて保護者へ正確な情報が適宜伝えら
れるようにする。様々な活動や行事が安全
に行われるよう、養護教諭、教職員が連携
し、感染症対策に取り組む。

①　緊急事態を想定した対応訓練を
年間６回以上実施し、事後にマニュ
アルの見直しや確認を行うとともに、
変更点について再度訓練を実施し、
動きの確認を行う。

管理
保健
教務

○　危機管理マニュアル、事故防止
マニュアル等を随時見直す。それに
基づいて、より実践的な場面を想定
して、各訓練を実施する。各訓練で
の課題や意見等を踏まえて、マニュ
アルの見直しを図る。

A A

・　火災避難、水害避難、不審者対応訓練
において今日的な課題を踏まえた訓練を
実施した。訓練の反省を踏まえて、防災マ
ニュアルの見直しを行い、より実効性の高
いマニュアルに整備することができた。てん
かん発作時の対応マニュアルについて、よ
り迅速・確実な対応ができるよう見直しを
行った。

・ヒヤリハットの即時共有が行われ、再発防
止に留意されていることで児童にとって安
全な学校生活が送れることと思います。
・小学部、中学部、高等部の生徒の皆さん
が、安全・安心で、健康に気をつけて、毎
日の学校生活が送れることを心より願って
います。

・　教員の多忙化解消の視点を取り入れ、
スケジュールや内容に配慮しつつ計画した
訓練を実施し、各訓練での課題や意見等
を踏まえて、マニュアルの改善を図り、全教
職員へ周知する。令和７年度は地震避難
訓練を実施する年度となるため、南海トラフ
地震への対応を視野に入れた訓練を計画
する。

②　児童生徒個々の食形態に合った
給食の提供と、安全な給食指導につ
いて、９０％以上の保護者が満足して
いる。 保健

給食

○　係会議にて給食室や栄養士と情
報交換をし、給食の安全提供や問題
点の解決に努める。

A A A

・　保護者の90%以上が満足しているという
目標は79.5%と達成することができなかっ
た。保護者への情報発信が足りていないこ
とも一因であると考える。係会議にて調理
員や栄養士と給食の安全な提供について
情報交換し、情報発信さらにできないか検
討をしている。

・　給食だよりやWebページで、保護者に献
立や食育の啓発、食形態や摂食指導の取
組についての情報発信をするとともに、
個々の児童生徒の摂食指導について、保
護者に丁寧に説明していく。係会にて調理
員や栄養士と給食の安全提供について情
報交換を行う。

８　キャリア教育の
視点から、指導内
容を整理して系統
的な指導を行って
いますか。

①　キャリア教育全体計画（キャリア
発達シート）を踏まえ　８０％以上の教
師がキャリア発達を意識して個別目
標の設定や授業を行っている。

進路
支援

○　関係分掌と連携し、キャリア教育
の視点を個別目標や授業に反映さ
せる。担任間やフロア教師間などで
確認し、共通理解を図る。

A A

・　個別目標の設定や指導案作成時に、学
習指導係と連携しながら児童生徒のキャリ
ア発達について教員間で確認するよう、周
知した。以前より評価が上昇している。

・　全体計画も含めてキャリア発達シートを
教員に再周知し、適時活用を促す。「キャリ
ア教育」について教員及び保護者に分かり
やすく発信し、さらなる理解を促す。

①　学校は、あいさつや意思決定が
できる児童生徒の育成をしていると９
０％以上の保護者が感じている。

進路
支援

○　学校と家庭とが連携・協力して指
導する。学校の教育活動全体を通じ
て児童生徒の意思表出や選択場面
を常に意図して設ける。 A A A

・　教職員及び保護者が児童生徒の気持
ちや考えを尊重し、意思決定を大切にして
いることがうかがえる。家庭等と密な連携を
図っている成果でもある。

・学校生活の最後のまとめにあたる高等部
は、卒業後の進路に向けての取り組みも大
きいと思われるが、その中で「ある」をスロー
ガンにした教育活動はとても素晴らしいと思
う。生徒たちにとって「経験を重ねる」ことは
大きな喜びと自信につながると思うので。

・　引き続き、児童生徒の意思表出や選択
場面を大切にしながら、学校と家庭とが協
力して指導に当たる。また、「意思決定」の
大切さについて便り等でも発信する。

②　　｢進路支援部だより｣や講演会
等の学校からの情報提供が、児童生
徒の将来を考える機会になっている
と考える教師や保護者が80％以上い
る。

進路
支援

○　進路支援部だよりを学期に数回
発行し、学校Webページにも掲載す
る。講演会・研修会については、進路
支援部とPTA研修部とで連携を図
り、保護者のニーズに応えられるよう
にする。

A A A

・　進路支援部だより（全16号）や学校Web
ページからの進路情報の発信、講演会等
の取組について、保護者及び教職員から
適切な評価を得ている。

・先生方の実習先のリサーチ力の素晴らし
さを感じていることと、今後も関係機関との
連携をお願いしたい。

・　「進路支援部だより」から「キャリア教育だ
より」に名称を変更し、内容や発行頻度を
精査しながら引き続き発信する。学校Web
ページを活用した発信を推進する。重心・
医ケアに対応した施設情報が従来以上に
明確になる形で発信する。

Ⅳ  健康や
安全の確保
に努めてい
ますか。

９　保護者、関係機
関との連携のもとに
発達段階に応じた
進路指導を行って
いますか。

Ⅴ  将来の
生き方に結
びつく進路
指導を行っ
ています

か。

７　危機管理体制
が確立され、緊急
時への備えができ
ていますか。


